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研究成果の概要（和文）：　地理的条件・道路環境や分散居住による送迎コストの採算性から、民間の参入が期
待出来ない中山間・島嶼地域においては、非営利組織による廃校･民家等の既存建築ストックを活用した小規模
な通所介護施設の改修整備と、既設の社会福祉法人の基幹施設との役割分担・連携が有効との観点から、実態調
査と理論的検討を行った。
　過疎地域における地域の社会福祉法人・社会福祉協議会・NPOにより既存建築ストック(空き家･空き店舗･廃
校･旧保育所等)を高齢者の地域福祉施設として活用する新たな方法論及び高齢者福祉サービスの合理化と水準向
上に有効な非営利組織による地域施設ネットワークと包括的運営システムを提案した｡

研究成果の概要（英文）：　In the mountainous and island area, on the basis of the viewpoint that 
maintenance of the small-scale day care facility which utilized the existing architecture stocks, 
such as closed school, private house etc. by the nonprofit organizations and the division of roles 
and cooperation with the fundamental facilities of established social welfare corporation are 
effective, I held the survey and theoretical examination. 
　I proposed the new methodology which utilizes the existing stocks (vacant house, empty store, 
closed school, nursery school etc.) as the welfare facilities by the social welfare corporation, 
social welfare council and NPO, and the district-facilities network and comprehensive management 
system they are effective in the rationalization and improvement in the level  of welfare services 
by the nonprofit organization. 　

研究分野： 建築計画学

キーワード： 高齢者通所介護施設　中山間・島嶼地域　新たな運営主体　民家活用
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　過疎地域の｢持続可能なコミュニティ｣を目指すには、定住･就業支援施策を中心に子育て世帯支援と高齢者の
医療･福祉サービス水準向上が重要で、既存建築を活用した地域福祉拠点整備と施設運営システムの構築が主要
政策課題である。施設利用圏を単位とした需要把握とサービス体制整備と共に、未整備地域における施設立地促
進とサービス水準向上が重要で、介護ニーズの地域性や地域資産との連携に着目しサービス体制を検討した研究
等の蓄積はあるが、中山間・島嶼地域における運営主体に着目した施設立地効果と建築特性に関し地域施設計
画・建築計画の観点から取組んだ研究は少ない。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

地方都市や農山漁村地域では、人口減少と高齢化･少子化の進行、空き家･廃校の増加、地域コ

ミュニティの衰退等の課題を抱えており、人口定住、増大する高齢者福祉需要への対応、少子化

対策としての子育て支援の拡充等による地域コミュニティ再生が課題である。高齢者福祉に関

しては、介護保険法成立後在宅福祉と介護予防重視の政策へ転換し、地域密着型サービスを展開

するため、既存施設を活用した小規模な通所介施設等の整備が進められている。子育て支援に関

しては、保育所を始め未就園児を持つ家庭支援として子育て支援施設整備が進められており、ま

た小学生を持つ家庭支援として放課後学童保育が開始され、更なる施設拡充が求められている。

従って、過疎地域の｢持続可能なコミュニティの再生｣を目指すには、自治体主導による新規の定

住･就業支援施策を中心に、子育て世帯支援と高齢者の医療･福祉サービス水準の維持･向上方策

の拡充を図ることが重要で、地域の既存建築ストックを活用した地域福祉拠点整備と自立的な

地域主導型施設運営システムの構築が、厳しい財政状況に置かれた過疎地域自治体の主要政策

課題として位置付けられる。 

高齢者通所介護施設の地域的供給特性調査結果によれば、山間・島嶼地域では社会福祉法人に

よる施設設置割合が 8 割程度と高く、都市地域と比較すると医療法人や民間の営利法人運営施

設の割合が低く、通所介護のみの単独型施設は、既存建築改修施設(4₋6 割)と特養以外の併設施

設(2₋3 割)が約 8 割を占め、新設施設が少ない実態を確認した。こうした既存施設･民家等を活

用した小規模な福祉拠点整備は、新築よりも軽費で開設出来る利点のみでなく、地域に根ざした

福祉拠点としての有効性が注目されている。ただし、空き家化した建築は除却される事例が多く、

福祉施設に適した規模を有す施設の確保、用途変更に伴う改修費調達等の課題を抱えている。一

方地方圏を中心に小中学校の統廃合に伴い廃校を活用した多様な取組みが増加しており、高齢

者福祉施設や子育て支援施設としての活用は、地域福祉需要への対応と地域活性化を目指す上

で有効な方法として展望される。 

２．研究の目的 

ゴールドプランによる特養併設型施設の設置以降、中山間・島嶼地域における高齢者通所介

護施設整備が進んでいない現状に対し、地理的条件・道路環境や分散居住による送迎コストの

採算性から、民間の参入が期待出来ない地域では、非営利組織による既存建築ストックを活用

した小規模通所介護施設の改修整備と、既設の社会福祉法人の基幹施設との役割分担・連携が

有効との観点から以下の研究目的を設定する｡ 

研究目的Ⅰ:過疎地域における高齢者福祉施設の運営主体と立地・サービス水準の実態把握：

農山漁村地域の人口減少と少子高齢化が著しい山口県を対象に、(1)介護保険制度導入前後の高

齢者福祉施設の量的整備動向比較により、通所介護施設整備状況の全体像と施設の建築概要(新

設･医療福祉施設併設･廃校改修･民家改修等)･施設規模･サービス機能類型と運営主体の関係を

整理し、施設立地と運営形態の関係を明らかにする。(2)山口県の各自治体を対象に、旧町村単

位のサービス水準(充足率･利用率)を算定し、地域的な小規模施設の立地効果を定量的に明らか

にする。特に近年過疎地域での施設運営が増加傾向にあるNPO･農協による取組みに関しては、

施設整備プロセスの詳細と利用構造分析を行い地域での施設の役割を明らかにする。 

研究目的Ⅱ:高齢者通所介護施設の機能･利用圏分担の実態把握とサテライトモデルの提案：

施設のサービス機能･利用圏分担に関しては、萩・長門・下関北部地域を対象に、社会福祉法人

による特養併設施設(単独型)を中心に、施設の使われ方調査、利用者属性と利用圏・送迎時間



調査をもとに、施設の機能･利用圏分担の実態を把握する。加えて、１法人組織により広域基幹

施設(福祉施設併設型)と小規模施設群(民家改修型)のサテライト型の運営を行う阿武町を対象

に、施設間の機能･利用圏分担の実態調査と施設利用･使われ方調査により、サテライト方式の

成立条件･効果を明らかにし、地域特性に対応した連携型の施設運用システムを構想･提案する。 

 研究目的Ⅲ:広域自治体における高齢者通所介護施設の地域連携型整備･運営システムの構

想：農村地域を包含する広域自治体の場合には、高齢者福祉サービス部門を一元的に管理運営

する組織を構築し、社会福祉法人等との連携を図り広域的観点から施設整備と運営を行う方式

が有効と考える。社会福祉事業団は自治体設置施設の担い手として機能し、自治体の方針を反

映しやすい利点を有すため、事業団方式の有用性を評価すべきと考える。社会福祉協議会も町

村合併により１自治体１組織に再編され、広域自治体の一元的管理運営組織として機能するこ

とが期待される。そこで、(1)市単独で社会福祉事業団を設立し、平成の合併により再編された

広域自治体全域で高齢者施設整備を進める山口県萩市、(2)高齢者通所介護施設・グループホー

ム等を独自に運営する５社協、(3)島嶼地域において自治体より通所介護６施設を一括受託運営

する周防大島町社協を対象に、高齢者通所介護施設の整備プロセスを整理し、施設の利用特性

と使われ方、運営形態の特徴及び施設整備効果を明らかにし、地域連携型施設整備･運営システ

ムの有効性と展開可能性に関し検証を行う。 

３．研究の方法 

 (1)地域コミュニティの計画単位となるエリア設定を行い、高齢者福祉需要推計と高齢者福祉

施設データベースをもとに、充足率・利用率を算定し高齢者福祉施設整備の地域的特徴と運営主

体の相違性を整理する。(2) 新たな運営主体として位置付ける社会福祉事業団･社会福祉協議会･

町全域でサテライト型施設運営を行う社会福祉法人及び NPO 等の取組みを対象に、先進事例分

析より高齢者福祉施設整備と地域マネージメントの実態分析を行う。(3) 通所介護専用施設と

既存建築活用型の空間用途構成と使われ方の分析により、既存建築活用型の通所介護施設とし

ての空間機能評価を行う。(4) 以上を総括し、新たな運営主体による施設整備と広域マネージメ

ントの展開可能性の理論的･実証的検討を行う。 

４．研究成果 

(1)要介護認定者数推計に基づく高齢者通所介護サービスの整備率・利用率算定：山口県の旧自

治体別に要介護者数を推計し、通所介護サービスの整備率と利用率を算出した。要介護者数は

2035 年まで増加が見込まれ、その後は減少する推計結果となった。整備率は 2000 年以降上昇し

ているが、郡部では整備率が 0.04～0.25 の自治体が存在し格差が大きい。利用率は整備率と相

関性が高く自治体格差が大きい。施設利用率は 0.6 から 0.8 以上と格差が大きく、旧市では要介

護者数が少ない自治体、郡部では要介護者数が少なく、複数施設が整備された自治体で低い。旧

市では要介護者数が多い自治体で施設整備が進み、施設利用者も増加傾向にあり通所介護需要

は高い。一方、郡部では施設整備水準が同程度の場合でも通所介護需要に差があり、地域別の施

設運営が困難な現状にある。全自治体で 2010 年以降要介護者数が減少しているため、地域の介

護福祉需要に対するサービス水準を保持する方策を検討すべきと考察した。 

(2)中山間・島嶼地域における高齢者通所介護施設の配置計画：中山間地域の萩圏域郡部を対象

に、施設整備プロセスを指標に自治体を特養併設型 1施設のみの基幹 1施設型(3自治体)、特養

併設型施設と単独施設が整備された基幹 2施設型(1)、特養併設型施設の他に小規模施設が 1施

設、老人ホーム併設型が 2 施設整備された複合型(1)、特養併設型施設運営法人が複数の小規模

施設を整備したサテライト型(1)に分類した。中山間地域における今後の高齢者通所介護施設の

運営のあり方に関して、人口規模が小さく将来的にも減少が見込まれる中山間地域では、既存の 



                萩圏域における施設配置と自治体類型 

   

特養併設通所介護施設を地域包括支援の運用拠点として位置付け、社会福祉法人等の通所介護

施設運営主体が、「介護予防･日常生活支援総合事業」に取組み、包括的な高齢者福祉サービスを

担うことにより、「通所型サービス」対象者等を含む施設利用者を維持し、今後減少が予測され

るとはいえ、介護福祉サービス需要の水準を維持する方向性を検討すべきで、稼働率の低い通所

介護施設では自立高齢者を含む介護予防事業の一環として施設サービスプログラムが提供され

ており、地域資源としての施設の有効活用と介護分野の人材確保育成の観点からも、地域包括支

援システム構築の主要拠点としての役割が期待される。一定の人口規模を有す地域では、社会福

祉法人が併設する基幹施設の定員を削減した上で、民家等の既存建築を活用したイニシャルコ

ストの低いサテライト型小規模施設を集落分散地域の中心集落等に整備し、介護度の低い利用

者の分散を行い、施設選択の拡大に加え利用圏分担及び送迎時間の短縮を図り、施設間の連携に

より運営の安定性と継続性の担保を目指すことが重要と考察した。 

(3)社会福祉事業団による通所介護施設運営の取組み：平成の市町村合併を契機に設立された

萩市社会福祉事業団による、高齢者通所介護施設の整備プロセスと整備効果の分析を行っ

た。第一に、事業団設立により広域的観点から未整備地域や施設不足地域で高齢者施設整備

を進めることが可能で、自治体と連携し施設整備を促進させる可能性も指摘される。第二に、

事業団は自治体が整備した施設運営を受託する事例が多い社会福祉法人や社会福祉協議会

と連携を取りやすい利点があり、民間法人の参入が少ない自治体では事業団を中心とした

施設間の連携が可能で、利用圏分担を図ることも期待される。第三に、特養･グループホー

ム等を含む基幹施設を核とし、サテライト型施設を地域的に展開することにより、施設運営

の安定性と継続性は担保可能と考えられる。従って、平成の町村合併により広域に再編され

た自治体においては、旧市町村の既設福祉施設群の総合的な管理運営と新たな整備を担う

組織形態として、事業団方式の導入は検討に値する手法と考える。ただし、自治体の財政状

況や施設整備の方針が影響することも推測されるため、今後は社会福祉法人や社会福祉協

議会との連携方法の詳細を含め、事業団方式の有効性の検証に取組むことが課題といえる。 

(4)社会福祉協議会による通所介護施設運営の取組み：山口県内の社協を対象に、高齢者福祉

施設の設立経緯と整備プロセスを整理し、運営方式の特徴と整備効果に関し検討した。社協

は 2000 年以前は自治体整備施設の運営受託が中心であったが、介護保険制度が導入後は

地域と連携し独自で施設整備を進める等、地域福祉施設の整備運営に果たす社協の役割が

変化している。自治体所有の土地・施設や住民からの寄贈・借用による民家等の既存建築を

活用し、開設コスト削減が可能な施設整備が行われており、これは住民の要望を汲取り社 



  

     通所介護施設立地(～1999)           通所介護施設立地（2000～2015） 

会福祉事業を進めてきた社協の特徴で、旧自治体を単位に整備が進められ島嶼・中山間地域

の集落分散地域でも地区単位の利用が可能で、サービス水準の向上に貢献している。複数施

設での運営展開や既存建築を活用して開設経費やランニングコストを抑える方法により、

施設整備・運営の可能性が示唆された。一方、2015 年の介護保険制度改正より基本報酬が

削減され、都市地域と比較し需要が相対的に少なくかつ利用圏が広域な中山間地域での経

営面での施設運営の困難性が増大する状況にあり、今後は高齢者人口の減少期に入ること

から、社協による高齢者福祉施設の整備運営の継続可能性が懸念される。従って、中山間地

域における高齢者福祉需要の減少期における、社会福祉法人や社協による高齢者福祉施設

の整備・運営の継続可能性と役割分担の検討が課題といえる。 

(5)医療法人による通所介護・介護予防施設運営の取組み：診療所を事例に医療法人による高齢

者福祉施設の整備運営の可能性と特徴を整理した。医療施設近隣に高齢者通所介護施設を整備

することにより、緊急時対応に加え日常的な利用者との健康･生活相談や医療情報共有により、

看護師や理学･作業療法士等の専門性を活かした機能訓練等の提供が可能である。高齢者の健康

と身体機能維持を重視したプログラム編成をもとに、要支援･事業対象者のための短時間型デイ

サービスや地域住民も対象にした理学療法士による機能訓練、認知症対応サービス、多彩な介護

予防サービスを企画し、地域住民の交流の場ともなる地域開放型の施設運営が展望される。複合

的施設運営が行われる場合、施設間の機能分担が可能で多角的な企画運営とともに、土地･空間･

設備の共用や専門職員の人的連携による運営の効率化も可能で、多様な福祉需要への対応と安

定的施設経営が見込まれる。既存建築を活用した事業展開が可能な場合、施設の整備運営経費抑

制が可能な手法といえる。伝統民家を利用した施設運営は、空洞化が進行する地方都市の地域コ

ミュニティの維持とまちづくりに寄与する、民家の有用な保存活用手法として位置付けられる。 

(6)通所介護専用施設と民家活用施設の空間用途構成の比較：山口県内の高齢者通所介護専用施

設・併設施設及び民家活用施設を対象に、主室の用途とコーナー配置の特徴を整理・比較した。

主室+連続副室面積が 90～110 ㎡程度の民家活用施設と類似する小規模専用施設（フローリング

空間と小上がり和室で一体的に構成される施設）を比較すると、専用施設和室は午睡のみ利用が

大半で食事・機能訓練等の大半の用途がフローリング空間に集中するのに対し、民家活用施設で

は DK 連続室と独立した続間が機能訓練或いは午睡専用室として機能する事例も多く、民家の平

面構成に対応し空間用途を分離した使われ方が存在し、専用施設に匹敵或いはより機能分化が

実現する活用方法も可能で、民家を活用した施設整備の有効性が確認された。 

(7)新たな運営主体による施設整備と広域マネージメントの展開可能性：以上の知見を総括すれ

ば、中山間・島嶼地域における高齢者通所介護施設の新たな運営主体として、社会福祉法人に加

え社会福祉事業団・社会福祉協議会・医療法人・NPO 等の地域組織の取組みの有効性・展開可能

性と、民家を活用した既存建築借用型の小規模通所介護施設整備の有用性が指摘される。 
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